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報　

告

■
3
号　

繰
越
明
許
費
繰

越
計
算
書
（
一
般
会
計
）

の
報
告

平
成
24
年
度
一
般
会
計

補
正
予
算
（
第
7
号
・
8

号
・
9
号
）
の
繰
越
明
許

費
に
つ
い
て
の
報
告
。
37

件
の
事
業
の
繰
越
し
の
理

由
に
つ
い
て
報
告
が
あ
っ

た
。※

『
繰
越
明
許
費
』
と

は
歳
出
予
算
の
経
費
の
う

ち
、
そ
の
性
質
上
ま
た
は

予
算
成
立
後
の
事
由
に
よ

っ
て
、
年
度
内
に
支
出
を

終
わ
ら
な
い
見
込
み
の
あ

る
も
の
も
出
て
く
る
。
そ

れ
ら
に
つ
い
て
は
あ
ら
か

じ
め
議
会
の
議
決
を
経
て

お
け
ば
翌
年
に
繰
越
し
て

使
用
す
る
こ
と
が
で
き
る

経
費
の
こ
と
。

■
4
号　

繰
越
明
許
費
繰

越
計
算
書
（
公
共
下
水
道

事
業
特
別
会
計
）
の
報
告

公
共
下
水
道
汚
水
管
渠

築
造
事
業
に
お
い
て
、
マ

ン
ホ
ー
ル
ポ
ン
プ
施
設
建

設
地
（
市
街
化
調
整
区
域
）

開
発
に
あ
た
り
、
県
土
木

部
都
市
計
画
課
と
の
協
議

・
許
認
可
等
に
不
足
の
日

数
を
要
し
、
繰
越
工
事
と

な
っ
た
。
ま
た
、
浦
戸
湾

東
部
流
域
下
水
道
事
業
負

担
金
に
つ
い
て
は
、
県
が

施
行
す
る
浦
戸
湾
東
部
流

域
下
水
道
施
設
の
管
理
棟

及
び
ポ
ン
プ
棟
の
耐
震
化

工
事
や
津
波
対
策
実
施
設

計
業
務
が
繰
越
し
と
な
っ

た
た
め
、
そ
れ
に
係
る
負

担
金
を
繰
越
す
も
の
。

■
5
号　

専
決
処
分
事
項

の
報
告　

損
害
賠
償
の
額

の
決
定
及
び
和
解

市
道
桑
ノ
川
線
で
発
生

し
た
落
石
事
故
の
損
害
賠

償
額
の
決
定
及
び
相
手
方

と
の
和
解
に
つ
い
て
平
成

25
年
３
月
27
日
に
専
決
処

分
し
た
。

■
6
号　

専
決
処
分
事
項

の
報
告　

学
校
給
食
費
滞

納
整
理
に
お
け
る
訴
え
の

提
起平

成
25
年
5
月
31
日
に

学
校
給
食
費
滞
納
整
理
に

つ
い
て
支
払
督
促
の
申
し

立
て
を
し
た
。
債
務
者
か

ら
の
異
議
申
立
て
に
よ
り

平
成
25
年
6
月
13
日
付
け

で
専
決
処
分
し
、
訴
訟
に

移
行
し
た
。

承　

認

■
１
号　

専
決
処
分
事
項

の
承
認　

平
成
24
年
度
香

美
市
一
般
会
計
補
正
予
算

（
第
９
号
）

地
方
譲
与
税
、
地
方
交

付
税
の
国
庫
金
、
地
方
消

費
税
交
付
金
等
の
各
種
県

交
付
金
及
び
市
債
の
額
が

確
定
し
た
こ
と
、
農
業
現

年
災
の
追
加
等
に
よ
り
、

歳
入
歳
出
予
算
の
総
額
か

ら
３
億
６
１
４
万
５
千
円

を
減
額
し
、
歳
入
歳
出
予

算
そ
れ
ぞ
れ
１
５
４
億
１

８
６
０
万
円
と
な
っ
た
。

繰
越
明
許
費
は
追
加
が
11

件
、
変
更
が
４
件
と
な
っ

て
お
り
、
総
額
９
億
２
９

審査した議案
平成25年度一般会計補正予算、平成24年度一般会計補正予算、

市長等及び職員給与や議員報酬についての議案が審議されました。
本会議並びに連合審査会、各常任委員会にて審査された議案の主な
内容と採択の結果を報告します。
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１
４
万
２
千
円
と
な
っ
た
。

地
方
債
補
正
は
、
変
更
が

９
件
で
総
額
９
億
８
２
６

０
万
円
と
な
っ
た
。

Ｑ　
中
期
財
政
計
画
か
ら

言
え
ば
こ
こ
数
年
の
起
債

の
変
動
が
大
き
い
が
ど
う

な
っ
て
い
る
か
。

Ａ　
計
画
策
定
段
階
に
お

い
て
で
き
る
限
り
細
か
い

数
字
ま
で
積
み
上
げ
計
画

を
策
定
し
た
。
起
債
に
つ

い
て
前
後
す
る
こ
と
は
あ

っ
て
も
、
現
在
の
と
こ
ろ

計
画
的
に
行
え
て
お
り
、

返
済
額
も
減
少
傾
向
に
あ

る
。

■
２
号　

専
決
処
分
事
項

の
承
認　

平
成
24
年
度
香

美
市
簡
易
水
道
事
業
特
別

会
計
補
正
予
算
（
第
４
号
）

事
業
収
入
の
増
や
事
業

費
の
確
定
や
補
正
、
修
繕

費
や
委
託
費
の
確
定
等
に

伴
い
、
歳
入
歳
出
予
算
の

総
額
か
ら
そ
れ
ぞ
れ
６
４

５
万
９
千
円
を
減
額
し
、

歳
入
歳
出
予
算
は
そ
れ
ぞ

れ
４
億
３
３
２
９
万
３
千

円
と
し
た
。

■
３
号　

専
決
処
分
事
項

の
承
認　

平
成
24
年
度
香

美
市
公
共
下
水
道
事
業
特

別
会
計
補
正
予
算
（
第
４

号
）負

担
金
の
確
定
や
下
水

道
使
用
料
の
増
加
、
入
札

減
及
び
事
業
費
の
確
定
等

に
伴
い
、
歳
入
歳
出
予
算

の
総
額
か
ら
そ
れ
ぞ
れ
１

８
３
０
万
１
千
円
を
減
額

し
、
歳
入
歳
出
予
算
を
そ

れ
ぞ
れ
５
億
２
３
５
６
万

８
千
円
と
し
た
。

■
４
号　

専
決
処
分
事
項

の
承
認　

平
成
24
年
度
香

美
市
特
定
環
境
保
全
公
共

下
水
道
事
業
特
別
会
計
補

正
予
算
（
第
３
号
）

維
持
管
理
費
・
建
設
事

業
費
等
の
補
正
や
事
業
費

の
確
定
等
に
伴
い
、
歳
入

歳
出
予
算
の
総
額
か
ら
３

５
６
万
９
千
円
を
減
額
し
、

歳
入
歳
出
予
算
を
そ
れ
ぞ

れ
２
億
９
７
８
４
万
７
千

円
と
し
た
。

■
５
号　

専
決
処
分
事
項

の
承
認　

平
成
24
年
度
香

美
市
農
業
集
落
排
水
事
業

特
別
会
計
補
正
予
算
（
第

２
号
）

施
設
使
用
料
の
確
定
、

維
持
管
理
費
や
運
営
費
の

確
定
な
ど
に
伴
い
、
歳
入

歳
出
予
算
の
総
額
か
ら
１

９
８
万
８
千
円
を
減
額
し
、

歳
入
歳
出
予
算
を
そ
れ
ぞ

れ
２
７
３
９
万
３
千
円
と

し
た
。

■
６
号　

専
決
処
分
事
項

の
承
認　

平
成
24
年
度
香

美
市
国
民
健
康
保
険
特
別

会
計
（
事
業
勘
定
）
補
正

予
算
（
第
４
号
）

国
民
健
康
保
険
税
の
収

入
額
、
療
養
給
付
費
等
負

担
金
・
特
定
健
康
診
査
等

負
担
金
（
国
・
県
）・
財
政

調
整
交
付
金
（
国
・
県
）・

療
養
給
付
費
交
付
金
の
確

定
に
伴
い
、
歳
入
歳
出
予

算
の
総
額
か
ら
そ
れ
ぞ
れ

３
億
２
３
９
８
万
７
千
円

を
減
額
し
、
歳
入
歳
出
予

算
の
総
額
を
そ
れ
ぞ
れ
37

億
７
９
１
４
万
６
千
円
と

し
た
。

■
７
号　

専
決
処
分
事
項

の
承
認　

平
成
24
年
度
香

美
市
介
護
保
険
特
別
会
計

（
保
険
事
業
勘
定
）
補
正

予
算
（
第
５
号
）

保
険
料
改
定
、
負
担
金

や
繰
入
金
の
減
額
等
に
伴

い
、
歳
入
歳
出
予
算
の
総

額
か
ら
そ
れ
ぞ
れ
１
億
５

８
３
８
万
９
千
円
を
減
額

し
、
歳
入
歳
出
予
算
の
総

額
を
そ
れ
ぞ
れ
30
億
１
６

１
万
５
千
円
と
し
た
。

■
８
号　

専
決
処
分
事
項

の
承
認　

香
美
市
税
条
例

の
一
部
改
正

地
方
税
法
の
一
部
を
改

正
す
る
法
律
（
平
成
25
年

法
律
第
３
号
）
が
公
布
、

施
行
さ
れ
た
こ
と
に
伴
い
、

香
美
市
税
条
例
を
一
部
改

正
し
た
。
改
正
の
内
容
と

し
て

①　

寄
附
金
税
額
控
除
の

見
直
し

②　

延
滞
金
の
見
直
し

③　

住
宅
借
入
金
等
特
別

税
額
控
除
（
住
宅
ロ
ー
ン

控
除
）

の
改
正
等
と
な
っ
て
い
る
。

Ｑ　
特
例
基
準
割
合
と
は
。

Ａ　
租
税
特
別
措
置
法
に

規
定
さ
れ
て
い
る
利
子
税

の
割
合
特
例
で
、
毎
年
変

動
し
て
い
る
。

■
９
号　

専
決
処
分
事
項

の
承
認　

香
美
市
国
民
健

康
保
険
税
条
例
の
一
部
改

正
地
方
税
法
の
一
部
改
正

に
伴
い
、
香
美
市
国
民
健

康
保
険
税
条
例
を
一
部
改

正
し
た
。
こ
の
条
例
の
改

正
は
、
国
民
健
康
保
険
の

被
保
険
者
で
あ
っ
た
も
の

が
、
国
民
健
康
保
険
か
ら

後
期
高
齢
者
医
療
制
度
に

移
行
す
る
場
合
に
お
い
て
、

国
民
健
康
保
険
税
の
軽
減

判
定
所
得
の
算
定
の
特
例

を
恒
久
化
す
る
ほ
か
、
特

定
世
帯
に
係
る
世
帯
別
平

等
割
額
を
最
初
の
５
年
間

２
分
の
１
減
額
す
る
現
行

措
置
に
加
え
、
そ
の
後
３

年
間
４
分
の
１
減
額
す
る

措
置
を
講
ず
る
も
の
。

マンホールポンプ

物部 アユちゃん
©やなせたかし
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■
10
号　

専
決
処
分
事
項

の
承
認　

香
美
市
固
定
資

産
税
の
課
税
免
除
に
関
す

る
条
例
の
一
部
改
正

『
過
疎
地
域
自
立
促
進

特
別
措
置
法
第
31
条
の
地

方
税
法
の
課
税
免
除
又
は

不
均
一
課
税
に
伴
う
措
置

が
適
用
さ
れ
る
場
合
等
を

定
め
る
省
令
（
平
成
12
年

自
治
省
令
第
20
号
）
』
及

び
『
企
業
立
地
の
促
進
等

に
よ
る
地
域
に
お
け
る
産

業
集
積
の
形
成
及
び
活
性

化
に
関
す
る
法
律
第
20
号

の
地
方
自
治
体
等
を
定
め

る
省
令
（
平
成
19
年
総
務

省
令
第
94
号
）
』
が
公
布
、

施
行
さ
れ
、
２
省
令
に
基

づ
く
地
方
税
の
課
税
免
除

等
に
伴
う
減
収
補
て
ん
措

置
が
行
わ
れ
る
場
合
の
適

用
期
間
が
延
長
さ
れ
た
こ

と
に
よ
り
、
香
美
市
固
定

資
産
税
の
課
税
免
除
に
関

す
る
条
例
を
一
部
改
正
し

た
。

Ｑ　
改
正
に
よ
り
対
象
と

な
る
地
域
は
あ
る
か
。

Ａ　
現
在
は
存
在
し
な
い
。

※
承
認
第
１
〜
10
号
は
全

員
賛
成
に
て
承
認

議　

案

■
47
号　

平
成
25
年
度
香

美
市
一
般
会
計
補
正
予
算

（
第
１
号
）

地
域
の
元
気
臨
時
交
付

金
事
業
の
追
加
、
鳥
獣
被

害
防
止
緊
急
捕
獲
等
対
策

事
業
の
追
加
、
住
宅
等
耐

震
化
促
進
事
業
の
追
加
等

の
ほ
か
、
債
務
負
担
行
為

及
び
地
方
債
の
補
正
を
行

う
も
の
。

歳
入
歳
出
予
算
の
総
額

に
２
億
２
６
７
４
万
円
を

追
加
し
、
歳
入
歳
出
予
算

そ
れ
ぞ
れ
１
６
０
億
４
１

７
４
万
円
と
し
た
。
債
務

負
担
行
為
補
正
に
は
地
域

支
援
事
業
車
両
リ
ー
ス
を

追
加
、
地
方
債
補
正
は
４

件
の
変
更
を
行
っ
た
。

Ｑ　
防
災
キ
ャ
ン
プ
推
進

事
業
委
託
金
の
詳
細
は
。

Ａ　
「
や
ま
の
こ
防
災
キ

ャ
ン
プ
ｉ
ｎ
物
部
」
と
い

う
名
称
で
、
大
栃
小
中
学

校
を
中
心
に
物
部
地
区
関

係
者
と
10
月
３
日
、
４
日

の
１
泊
２
日
で
防
災
キ
ャ

ン
プ
を
行
う
も
の
。

Ｑ　
保
育
園
の
災
害
備
蓄

物
資
と
防
災
用
品
の
詳
細

は
。

Ａ　
災
害
備
蓄
物
資
と
し

て
、
食
料
は
保
存
用
の
缶

詰
、
保
存
用
ミ
レ
ー
ビ
ス

ケ
ッ
ト
、
加
熱
不
要
の
食

料
、
ア
レ
ル
ギ
ー
対
応
簡

易
食
料
、
水
で
、
災
害
発

生
か
ら
３
食
分
を
基
準
と

し
て
い
る
。
他
に
毛
布
、

ビ
ニ
ー
ル
シ
ー
ト
な
ど
。

防
災
用
品
は
、
ダ
ル
マ
ス

ト
ー
ブ
、
防
災
頭
巾
（
ヘ

ル
メ
ッ
ト
）
、
拡
声
器
等

で
あ
る
。

Ｑ　
奥
物
部
ふ
れ
あ
い
プ

ラ
ザ
の
修
繕
の
詳
細
は
。

Ａ　
特
殊
建
設
物
検
査
に

よ
り
指
摘
を
受
け
た
換
気

扇
及
び
ダ
ク
ト
部
分
の
改

修
で
あ
る
。

Ｑ　
商
工
会
プ
レ
ミ
ア
ム

付
商
品
券
が
補
正
で
出
て

き
て
い
る
が
、
な
ぜ
当
初

で
な
か
っ
た
の
か
。

Ａ　
大
規
模
店
舗
で
の
利

用
が
多
か
っ
た
た
め
、
小

規
模
店
舗
で
の
利
用
率
も

高
め
る
よ
う
商
工
会
に
一

度
戻
し
、
計
画
を
練
り
直

し
て
も
ら
っ
た
た
め
で
あ

る
。
商
品
券
は
色
分
け
を

し
、
大
規
模
店
で
の
使
用

を
一
部
制
限
す
る
こ
と
と

な
っ
た
。
22
枚
セ
ッ
ト
で
、

内
７
枚
が
大
規
模
店
で
の

使
用
を
制
限
す
る
も
の
と

な
っ
て
い
る
。

■
48
号　

香
美
市
社
会
体

育
施
設
運
営
審
議
会
条
例

の
一
部
改
正

旧
平
山
小
学
校
グ
ラ
ウ

ン
ド
を
社
会
体
育
施
設
と

し
て
指
定
す
る
こ
と
に
伴

い
、
所
要
の
改
正
を
行
う

も
の
。

■
49
号　

香
美
市
体
育
施

設
条
例
の
一
部
改
正

旧
平
山
小
学
校
グ
ラ
ウ

ン
ド
を
社
会
体
育
施
設
と

し
て
指
定
す
る
と
と
も
に
、

宝
町
グ
ラ
ウ
ン
ド
及
び
宝

町
テ
ニ
ス
コ
ー
ト
の
使
用

時
間
（
使
用
時
間
『
17
時

ま
で
』
を
『
日
没
ま
で
』

と
改
め
る
）
を
適
正
に
す

る
た
め
、
改
正
を
行
う
も

の
。

■
50
号　

香
美
市
火
災
予

防
条
例
の
一
部
改
正

消
防
法
施
行
令
の
一
部

改
正
に
伴
い
、
香
美
市
火

災
予
防
条
例
の
改
正
を
行

う
も
の
。
検
定
対
象
機
械

器
具
等
の
範
囲
が
見
直
さ

れ
、
消
防
用
ホ
ー
ス
等
が

自
主
表
示
対
象
機
械
器
具

等
に
移
行
し
た
。

■
51
号　

香
美
市
過
疎
地

域
自
立
促
進
計
画
の
変
更

本
年
度
過
疎
債
の
充
当

が
予
定
さ
れ
て
い
る
「
光

ケ
ー
ブ
ル
設
置
負
担
金
事

業
」
を
、
香
美
市
過
疎
地

域
自
立
促
進
計
画
に
追
加

す
る
も
の
。

※
議
案
第
47
〜
51
号
は
全

員
賛
成
に
て
可
決

■
52
号　

香
美
市
長
等
及

び
香
美
市
一
般
職
の
職
員

の
給
与
の
臨
時
特
例
に
関

す
る
条
例
の
制
定

喫
緊
の
課
題
と
な
っ
て

い
る
防
災
・
減
災
事
業
の

加
速
化
、
地
域
経
済
の
活

性
化
に
迅
速
に
対
応
す
る

た
め
、
速
や
か
に
国
家
公

務
員
の
給
与
削
減
措
置
に

宝町グラウンド・テニスコート
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準
じ
た
措
置
を
講
ず
る
よ

う
要
請
さ
れ
て
い
る
。
ま

た
、
地
方
交
付
税
は
、
こ

の
給
与
の
減
額
措
置
を
前

提
と
し
て
算
定
さ
れ
る
た

め
、
減
額
さ
れ
る
こ
と
に

な
っ
て
い
る
。
こ
う
し
た

こ
と
か
ら
、
地
方
交
付
税

の
減
額
に
よ
る
財
政
へ
の

影
響
を
緩
和
し
、
防
災
・

減
災
対
策
事
業
を
推
進
す

る
た
め
、
市
長
等
及
び
一

般
職
の
職
員
の
給
料
を
平

成
26
年
３
月
31
日
ま
で
の

間
、
時
限
的
に
１
・
０
〜

２
・
５
％
減
額
す
る
も
の
。

※
賛
成
多
数
に
て
可
決

■
53
号　

香
美
市
子
ど
も

・
子
育
て
会
議
条
例
の
制

定
子
ど
も
・
子
育
て
支
援

法
（
平
成
24
年
法
律
第
65

号
）
第
77
条
第
１
項
の
規

定
に
基
づ
き
、
香
美
市
子

ど
も
・
子
育
て
会
議
を
設

置
、
運
営
す
る
た
め
の
条

例
を
定
め
る
も
の
。

こ
の
会
議
は
、
香
美
市

子
ど
も
・
子
育
て
支
援
事

業
計
画
等
へ
の
子
育
て
当

事
者
等
の
意
見
の
反
映
を

始
め
、
本
市
に
お
け
る
子

ど
も
・
子
育
て
支
援
施
策

を
地
域
の
子
ど
も
及
び
子

育
て
家
庭
の
実
情
を
踏
ま

え
て
実
施
す
る
こ
と
を
担

保
す
る
上
で
重
要
な
役
割

を
果
た
す
機
関
と
な
る
。

香
美
市
子
ど
も
・
子
育
て

支
援
事
業
計
画
は
、
平
成

27
年
度
か
ら
５
年
を
１
期

と
し
て
計
画
期
間
に
お
け

る
幼
児
期
の
学
校
教
育
・

保
育
・
地
域
の
子
育
て
支

援
に
つ
い
て
の
需
給
計
画

を
定
め
る
も
の
で
あ
り
、

子
ど
も
・
子
育
て
支
援
法

第
61
条
で
定
め
る
と
こ
ろ

の
区
域
の
設
定
、
各
年
度

に
お
け
る
幼
児
期
の
学
校

教
育
・
保
育
の
量
（
現
在

の
利
用
状
況
＋
利
用
希
望
）

の
見
込
み
、
実
施
し
よ
う

と
す
る
幼
児
期
の
学
校
教

育
・
保
育
の
提
供
体
制
の

確
保
の
内
容
（
幼
稚
園
、

保
育
所
及
び
小
規
模
保
育

施
設
で
の
受
入
）
及
び
実

施
時
期
な
ど
が
記
載
さ
れ

る
。

※
全
員
賛
成
に
て
可
決

発　

議

■
３
号　

香
美
市
議
会
議

員
の
議
員
報
酬
の
臨
時
特

例
に
関
す
る
条
例
の
制
定

議
案
第
52
号
に
呼
応
し
、

議
会
議
長
、
議
会
副
議
長
、

常
任
委
員
長
、
議
会
運
営

委
員
長
及
び
議
会
議
員
に

係
る
議
員
報
酬
を
平
成
２

６
年
３
月
31
日
ま
で
の
間
、

時
限
的
に
２
・
５
％
減
額

す
る
。

※
全
員
賛
成
に
て
可
決

同　

意

■
２
号　

香
美
市
固
定
資

産
評
価
員
の
選
任

阿
部
政
敏
氏
が
辞
任
し

た
た
め
、
後
任
に
野
島
恵

一
氏
を
選
任
す
る
も
の
。

※
全
員
賛
成
に
て
同
意

意
見
書
案

■
4
号　

憲
法
96
条
を
改

定
し
な
い
よ
う
求
め
る
意

見
書
の
提
出
に
つ
い
て

※
賛
成
少
数
に
て
否
決

■
５
号　

日
本
政
府
に
核

兵
器
全
面
禁
止
の
た
め
の

決
断
と
行
動
を
求
め
る
意

見
書
の
提
出
に
つ
い
て

※
全
員
賛
成
に
て
可
決

■
６
号　

米
軍
機
に
よ
る

飛
行
訓
練
中
止
を
求
め
る

意
見
書
の
提
出
に
つ
い
て

※
全
員
賛
成
に
て
可
決

■
７
号　

年
金
の
２
・
５

％
削
減
を
見
直
す
よ
う
求

め
る
意
見
書
の
提
出
に
つ

い
て

※
賛
成
少
数
に
て
否
決

賛否が分かれた議案等に対する各議員の賛否の状況

有
元　
和
哉

矢
野　
公
昭

山
﨑　
眞
幹

利
根　
健
二

濱
田
百
合
子

山
崎　
晃
子

爲
近　
初
男

千
頭　
洋
一

織
田　
秀
幸

小
松　
紀
夫

依
光
美
代
子

山
﨑
龍
太
郎

大
岸　
眞
弓

片
岡　
守
春

竹
平　
豊
久

島
岡　
信
彦

石
川　
彰
宏

竹
内　
俊
夫

前
田　
泰
祐

山
本　
芳
男

比
与
森
光
俊

西
村　

成

議案52号 ○ ○ ○ ○ × × ○ ○ ○ ○ ○ × × × ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ −
意見書案
第4号 × × × × ○ ○ × × × ○ × ○ ○ ○ × ○ × × × × × −

意見書案
第7号 × ○ × × ○ ○ × × × ○ × ○ ○ ○ ○ ○ × × × × × −

※意見書についてはP10を参照。　「○」は賛成、「×」は反対、「−」は議長につき採決に加わらず。

かりかり モモコちゃん
©やなせたかし
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意見書を提出しました
本定例会において、２件の意見書が全員賛成にて採択され、衆・参両院議長や内閣

総理大臣等に提出されます。ここでは提出された意見書（意見書案第６号）を紹介し
ます。

米軍機による飛行訓練中止を求める意見書

高知県では、平成元年以来、いわゆる「オレンジルート」での飛行を繰り返す米軍
機が目撃されており、長年にわたって本市を含む県北部を中心として、低空飛行によ
る爆音に悩まされ続けています。平成6年１０月には本山町の早明浦ダム上流に米軍
機が墜落する事故が発生し、住宅地上空で繰り返される低空飛行は、地域住民に強い
恐怖と不安を与えています。
また、山間部を多く有する本県では、救急活動や災害出動等のための消防防災ヘリ
やドクターヘリの飛行と離発着が日常的に行われています。こうした中で、飛行時間
やルートの告知も無く、米軍機が突然活動空域に飛来し低空飛行や横転・背面飛行等
を行うことは、空の安全を大きく脅かすものです。
このため、これまでにも本県では、米軍による低空飛行訓練の中止を要請し、事前
の情報提供を求めてまいりました。しかし、今年に入ってから当地域での低空飛行回
数が増加し、４月以降は、配慮があるべき夜間及び休日の飛行も確認されています。
特に5月には４日連続して午後１０時前後に爆音を伴う飛行が確認されており、住民
の不安と憤りはピークに達しています。
よって、国におかれては、本県及び当該地域の住民の声を理解いただき、米国関係
当局とともに、以下の事項について取り組んでいただきますよう強く要望いたします。

記

１、低空飛行訓練、特に夜間の低空飛行訓練を即時中止すること。

２、訓練実施前に飛行に関する情報を提供すること。

以上、地方自治法第99条の規定により意見書を提出します。


